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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第27期

第１四半期
連結累計期間

第28期
第１四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自　2022年３月１日
至　2022年５月31日

自　2023年３月１日
至　2023年５月31日

自　2022年３月１日
至　2023年２月28日

売上高 (百万円) 3,356 6,641 16,411

経常利益 (百万円) 187 884 1,412

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 69 546 724

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 234 519 880

純資産額 (百万円) 15,359 16,351 15,945

総資産額 (百万円) 21,320 27,600 21,954

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 4.12 32.49 43.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 67.7 55.2 67.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。　

2023年４月５日に株式会社杉本商事の株式を取得したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より同社及びその子

会社である有限会社杉本紙業を連結の範囲に含めております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸

表　注記事項(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限の段階的な緩和が

進んだことにより経済・社会活動が正常化に向かい、景気は持ち直しの傾向が続きました。一方で、長期化するウ

クライナ問題や外国為替市場での円安・ドル高及び物価高騰による影響で、景気の先行きは依然として不透明な状

況が続いております。

当社グループの属する建設業界におきましては、政府建設投資が引き続き高水準を維持し、民間建設投資も製造

業を中心に一部回復傾向が見られたものの、企業の設備投資マインドは引き続き慎重な状況が継続しております。

このような経済状況下において、当社グループの主力事業である土壌汚染調査・処理事業については、引き続き

高付加価値案件の受注拡大に向け、コンサル営業を積極的に展開し、中京・関東・関西エリアで受注した大規模土

壌処理案件が当社グループの業績を大きく牽引しました。また、廃石膏ボードリサイクル事業についても石膏ボー

ド搬入量が堅調に推移した結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高6,641百万円(前年同期比97.8％

増)、営業利益891百万円(同375.3％増)、経常利益884百万円(同370.5％増)となりました。また、過去に取得した土

地の瑕疵担保補償に係る受取賠償金を特別利益へ計上したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は546

百万円(同688.9％増)となりました。

 
セグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

(土壌汚染調査・処理事業)

中京エリアの工場再開発案件によって、リサイクルセンターの稼働率が高い水準で進捗しました。また、関東エ

リアの大規模工場地中埋設廃棄物・汚染土壌撤去工事案件及び関西エリアの大規模工場廃棄物撤去コンサル案件に

ついても、顧客への高付加価値サービスを提供することによって採算性が向上し、利益率の向上に寄与しました。

その結果、売上高5,816百万円(前年同期比123.9％増)、営業利益1,009百万円(同493.4％増)となりました。

(廃石膏ボードリサイクル事業)

廃石膏ボードは、前年から引き続き入荷量が高水準で推移し、また、土壌固化材は、大型案件の受注により前年

同期比で搬出量が増加した結果、売上高646百万円(同12.4％増)、営業利益208百万円(同15.6％増)となりました。

(その他)

ＰＣＢ事業は取扱量減少に伴う売上の減少、また、バイオディーゼル燃料(ＢＤＦ)事業は売上は堅調に推移した

もののコスト増加に伴い利益率が悪化した結果、売上高240百万円(同5.4％減)、営業利益28百万円(同11.1％減)と

なりました。

 
 ②財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は27,600百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,645百万円増加いたしま

した。これは主に現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産及び株式会社杉本商事の連結子会社化に伴うのれ

んが増加したことによります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は11,249百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,240百万円増加いたしまし

た。これは主に支払手形及び買掛金、未払法人税等及び長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)が増加し

たことによります。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は16,351百万円となり、前連結会計年度末に比べ405百万円増加いたしまし

た。これは主に利益剰余金が増加したことによります。
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(２) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(３) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(４) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 
(５) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

　当社は、2023年３月31日開催の取締役会において、株式会社杉本商事の株式を取得して子会社化することを決議

し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事

項(企業結合等関係)」をご参照ください。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,720,000

計 30,720,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年７月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 16,827,120 16,827,120

東京証券取引所
(プライム市場)

 名古屋証券取引所
 (プレミア市場)

単元株式数
100株

計 16,827,120 16,827,120 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年３月１日～
2023年５月31日

－ 16,827,120 － 2,287 － 2,082
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2023年２月28日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2023年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 3,100
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,781,500
 

167,815 －

単元未満株式 普通株式 42,520
 

－ －

発行済株式総数 16,827,120 － －

総株主の議決権 － 167,815 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式は、当社所有の自己株式81株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2023年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％)

株式会社ダイセキ環境
ソリューション

名古屋市瑞穂区明前町
８番18号

3,100 － 3,100 0.01

計 － 3,100 － 3,100 0.01
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年３月１日から2023年

５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年３月１日から2023年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 886 1,843

  受取手形、売掛金及び契約資産 3,534 5,697

  棚卸資産 325 367

  その他 352 470

  貸倒引当金 △4 △7

  流動資産合計 5,094 8,371

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,786 5,984

   土地 7,908 8,175

   建設仮勘定 144 454

   その他（純額） 1,943 1,868

   有形固定資産合計 15,783 16,483

  無形固定資産   

   のれん － 1,500

   その他 29 122

   無形固定資産合計 29 1,622

  投資その他の資産   

   その他 1,049 1,124

   貸倒引当金 △1 △1

   投資その他の資産合計 1,047 1,123

  固定資産合計 16,860 19,228

 資産合計 21,954 27,600

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,439 2,341

  短期借入金 1,200 1,400

  1年内返済予定の長期借入金 981 1,402

  リース債務 91 85

  未払金 351 602

  未払法人税等 141 431

  賞与引当金 144 236

  その他 170 594

  流動負債合計 4,520 7,095

 固定負債   

  社債 － 20

  長期借入金 1,187 3,762

  リース債務 150 139

  役員退職慰労引当金 － 30

  退職給付に係る負債 146 174

  その他 3 27

  固定負債合計 1,488 4,154

 負債合計 6,008 11,249
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年５月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,287 2,287

  資本剰余金 2,089 2,089

  利益剰余金 10,260 10,722

  自己株式 △2 △13

  株主資本合計 14,634 15,086

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 252 160

  退職給付に係る調整累計額 △0 △0

  その他の包括利益累計額合計 251 160

 非支配株主持分 1,059 1,103

 純資産合計 15,945 16,351

負債純資産合計 21,954 27,600
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
　至　2023年５月31日)

売上高 3,356 6,641

売上原価 2,717 5,081

売上総利益 639 1,559

販売費及び一般管理費 451 668

営業利益 187 891

営業外収益   

 受取利息 0 0

 補助金収入 － 0

 受取保険金 － 0

 鉄屑売却収入 2 0

 その他 0 0

 営業外収益合計 2 2

営業外費用   

 支払利息 1 4

 支払手数料 － 4

 その他 0 0

 営業外費用合計 1 9

経常利益 187 884

特別利益   

 固定資産売却益 － 8

 受取賠償金 － 67

 その他 － 0

 特別利益合計 － 76

特別損失   

 固定資産除却損 2 －

 減損損失 － 4

 特別損失合計 2 4

税金等調整前四半期純利益 185 957

法人税、住民税及び事業税 70 416

法人税等調整額 △9 △70

法人税等合計 61 346

四半期純利益 123 610

非支配株主に帰属する四半期純利益 54 63

親会社株主に帰属する四半期純利益 69 546
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
　至　2023年５月31日)

四半期純利益 123 610

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 110 △91

 退職給付に係る調整額 0 0

 その他の包括利益合計 110 △91

四半期包括利益 234 519

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 179 455

 非支配株主に係る四半期包括利益 54 63
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間において、株式会社杉本商事の株式を取得したことにより、株式会社杉本商事及び

その子会社である有限会社杉本紙業を連結の範囲に含めております。

なお、みなし取得日を2023年５月20日としており、かつ四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことか

ら、当第１四半期連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しております。

 
(会計方針の変更等)

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。)を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産及び投資その他の資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであ

ります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
至　2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
至　2023年５月31日)

減価償却費 243百万円 244百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　2022年３月１日　至　2022年５月31日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月25日

定時株主総会
普通株式 83 5 2022年２月28日 2022年５月26日 利益剰余金

 

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月24日

定時株主総会
普通株式 84 5 2023年２月28日 2023年５月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　2022年３月１日　至　2022年５月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
土壌汚染
調査・
処理事業

廃石膏
ボード

リサイクル
事業

計

売上高        

中京 1,330 352 1,682 175 1,857 － 1,857

関東 548 － 548 10 559 － 559

関西 717 － 717 2 719 － 719

九州 － 219 219 － 219 － 219

顧客との契約から生
じる収益

2,595 572 3,167 188 3,356 － 3,356

外部顧客への売上高 2,595 572 3,167 188 3,356 － 3,356

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 3 4 65 70 △70 －

計 2,596 575 3,172 254 3,427 △70 3,356

セグメント利益 170 179 350 32 382 △194 187
 

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境分析事業、ＢＤＦ事業、ＰＣ

Ｂ事業等を含んでおります。

２.セグメント利益の調整額△194百万円は、セグメント間取引消去５百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△200百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
土壌汚染
調査・
処理事業

廃石膏
ボード

リサイクル
事業

計

売上高        

中京 2,909 433 3,343 161 3,505 － 3,505

関東 1,922 － 1,922 19 1,942 － 1,942

関西 982 － 982 2 984 － 984

九州 － 208 208 － 208 － 208

顧客との契約から生
じる収益

5,815 642 6,457 183 6,641 － 6,641

外部顧客への売上高 5,815 642 6,457 183 6,641 － 6,641

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 4 5 57 62 △62 －

計 5,816 646 6,463 240 6,704 △62 6,641

セグメント利益 1,009 208 1,217 28 1,246 △354 891
 

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境分析事業、ＢＤＦ事業、ＰＣ

Ｂ事業等を含んでおります。

２.セグメント利益の調整額△354百万円は、セグメント間取引消去△131百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△223百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

 取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得企業の名称　株式会社杉本商事

　事業の内容　一般廃棄物運搬処理業、産業廃棄物収集運搬及び中間処理業等

(2)　企業結合を行った主な理由

株式会社杉本商事の発行済みの全株式を取得し、杉本商事及びその子会社である有限会社杉本紙業が当社グ

ループに合流することにより、これまで当社グループになかった一般廃棄物及び産業廃棄物の運搬・処理、古

紙の回収・リサイクルという新たなソリューションが加わり、お客様へ提供できるソリューションの幅が広が

るとともに、当社グループのノウハウを持ち寄ることによって、再生エネルギー等の新規事業の立ち上げが可

能になると考えております。

(3)　企業結合日

2023年４月５日(みなし取得日2023年５月20日)

(4)　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)　結合後企業の名称

変更ありません。

(6)　取得した議決権比率

100％

(7)　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

 
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当第１四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれており

ません。

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　 現金　2,879百万円

取得原価　　　　 　2,879百万円
 

 
４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　143百万円

 
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)　発生したのれんの金額　　　1,500百万円

　なお、取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額は暫定的に算定された金額であります。

(2)　発生原因

　主として、今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

(3)　償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。なお、償却期間については取得原価の配分の結果を踏

まえて決定する予定であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
至　2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
至　2023年５月31日)

１株当たり四半期純利益 4円12銭 32円49銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 69 546

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

69 546

普通株式の期中平均株式数(株) 16,798,899 16,823,705
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年７月12日

株式会社ダイセキ環境ソリューション

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

　名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稲　垣　吉　登  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　橋　敦　司  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイセ

キ環境ソリューションの2023年３月１日から2024年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年３

月１日から2023年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年３月１日から2023年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイセキ環境ソリューション及び連結子会社の2023年５

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
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られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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